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「広島県みなと・空港振興プラン 2026（仮称）」の骨子案について 
  

１ 要旨 

  「広島県みなと・空港振興プラン 2021」の計画期間が令和８年 12月末で終期を迎える

ことから、上位計画である「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」、及び「社会資本未来

プラン」の改定内容と整合を図った上で、これまでの成果や課題、社会経済情勢の変化等

を踏まえて、「広島県みなと・空港振興プラン 2026（仮称）」を策定する。 

 

２ 現行計画の取組成果 

 ○ 投資額（みなと振興）については、国の重点対象事業や

補助制度等を活用し、投資予定額 410 億円を上回る 574 億

円を確保し、港湾・漁港整備を推進した。 

○ 実施箇所（みなと振興）については、計画 46 箇所のう

ち約 85％の箇所が計画どおり進捗している。現場条件へ

の対応等により施工期間が長期化しているものもあるが、

完成予定箇所 16箇所（港湾 13 箇所、漁港３箇所）に対し、14箇所（港湾 11 箇所、漁

港３箇所）が完成した。 

○ 成果指標については、みなと振興は９指標のうち２指標が目標を達成した。その他の

指標については未達成であるものの、東南アジア主要港までの延伸による県内港からの

外貿コンテナ海上輸送平均日数の短縮や、物流・工業用地の完成、および放置艇の減少

により、物流機能の強化やみなとの利用環境の改善が図られた。 

また、空港振興は３指標のうち２指標が目標を達成した。空港利用者数の目標は未達

成であるものの、国際線利用者数は過去最高を更新し、国際路線・便数や空港アクセス

路線の増加等により、県民の利便性向上が図られた。 

 

３ 骨子案の概要【別紙１、２参照】 

(1)  計画期間 令和８年度～令和 12年度（５年間） 

(2)  策定に当たっての考え方  

○ 現行計画の取組状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、次頁のとおり重点的に取り組

む施策を設定する。 

○ みなとについては、これまでの「物流・交流」、「生活・暮らし」、「地域活動」を支え

るみなとづくりや、「港湾漁港施設の有効利用や適切な維持管理の推進」の４つの方針

に引き続き取り組んでいくとともに、新たに、気候変動の影響への対応やカーボンニ

ュートラルポート形成等に取り組む。 

○ 空港については、空港運営権者や関係機関等と協働して、「航空ネットワークの拡充」

や「空港アクセスの利便性向上」に加え、「利用促進」についても新たな柱として位置

付けて取り組んでいく。 

 

410 億円 
574 億円 

投資額（みなと振興） 

（R3 年度～R7 年度） 

計画 実績 

令和８年８月 19 日 
課 名 土木建築局空港振興課   
担当者 課長 粟根        

内 線 4010   
課 名 土木建築局港湾振興課 
担当者 課長 吉牟田 

内 線 4018  
課 名 土木建築局港湾漁港整備課 
担当者 課長 前原  

内 線 4002 
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広島県みなと・空港振興プラン（仮称） 

基本方針 

【みなと振興プラン】（別紙１） 

◆方針 1 物流・交流を支えるみなとづくり 

～企業活動を支える物流基盤の強化～  

～交流・観光・賑わい機能の強化～ 

◆方針 2 生活・暮らしを支えるみなとづくり 

～防災・減災対策の推進～ 

～安全で快適な海上交通機能の維持・充実～ 

～環境保全や資源循環を支援するみなと空間の創出～ 

◆方針 3 地域活動を支えるみなとづくり 

～地域の産業活動拠点の充実や 

魅力的なみなとまちづくりの推進～ 

◆方針 4 港湾・漁港施設の有効利用や 

適正な維持管理の推進 

～既存施設の有効活用～ 

～効果的で適正な維持管理の推進～ 

 

【空港振興プラン】（別紙２） 

◆方針１ 航空ネットワークの拡充 

～多様なニーズに対応した路線誘致等～ 

◆方針２ 利用促進 

～プロモーションによる旅客需要の創出～ 

◆方針３ 空港アクセスの利便性向上 

～広域的かつ利便性の高い 

空港アクセスネットワークの構築～ 

 

○ 近年、観光需要が増加していることから、みなと・空港共に、観光振興に資する取組

を強化していく。 

○ 県事業の実施箇所については、施策の貢献度や事業の熟度などを考慮するとともに、

地元の意見を伺いながら選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ スケジュール 

８月 ９月 10 月 11 月 12 月 

骨子案公表 
○   

 
 計画素案公表 

○   
   成案 

○  

 

 

【施策Ⅰ】安全・安心な県土づくり 

【施策Ⅱ】県の強みを生かした県土づくり 

【施策Ⅲ】魅力ある持続可能な県土づくり 
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計画的に推進するための取組 
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効 果 を

高める施策 

「社会資本未来プラン」（改定案）の施策 

【共通施策】社会資本の適切な維持管理の推進 

社会資本整備調整会議（市町調整を含む） 



○事業実施 46 箇所のうち約 85％が計画通り進捗し、完成予定箇所 16 箇所
のうち 14 箇所が完成した。（部分完成 7 箇所含む） 

ハード対策 【完成箇所】港湾；実績 11／計画 13、漁港；実績 3／計画 3 

港湾 主な事業箇所 

完成（5 箇所） 
広島港廿日市・五日市地区（臨港道路）、広島港宇品地区（岸
壁、ターミナル）、福山港鞆地区（浮桟橋）、土生港土生地区
（浮桟橋）、千年港大越地区（小型船だまり） 

部分完成（6 箇所） 

大竹港小方・飛石地区（浮桟橋）、厳島港宮島口地区（緑地、
駐車場）、広島港江波地区（臨港道路）、三高港三高地区（浮桟
橋）、尾道糸崎港山波地区（防波堤、小型船だまり）、福山港箕
島・箕沖地区（岸壁、航路、泊地） 

漁港 主な事業箇所 

完成（2 箇所） 音戸漁港鰯浜地区（浮桟橋）、走漁港本浦地区（防波堤） 

部分完成（1 箇所） 倉橋漁港本浦地区（浮桟橋） 

 

ソフト対策 
 項目／主な成果 

方
針
１ 

～企業活動を支える物流基盤の強化～ 
・広島港コンテナ貨物取扱量過去最高【R5年】 
・コンテナ船定期航路の拡充 
⇒国際フィーダー航路＋１便【福山港R5.6】 
中国航路＋１便【広島港R6.5】（東南アジアまで延伸（R7.10）） 

・港湾インフラ分野・管理分野におけるサイバーポートの導入 
～交流・賑わい機能の強化～ 
・広島港クルーズ客船寄港回数過去最高（110回）【R7年度】 
・福山港・尾道糸崎港への海外クルーズ船初寄港【R5.4】 

方
針
２ 

～防災・減災対策の推進～ 
・草津漁港BCP策定【R8.3】 
～安全で快適な海上交通機能の維持・充実～ 
・県内全域の放置等禁止区域を指定完了【R6年度】 
・放置艇対策として小型船舶用泊地使用料徴収開始【R7年度】 
～環境保全や資源循環を支援するみなと空間の創出～ 
・広島港、福山港、尾道糸崎港における港湾脱炭素化推進計画の策定【R7年度】 

方
針
３

～生活交通、漁業活動の円滑化や魅力的なみなとまちづくりの推進～ 
・全国最多18箇所目のみなとオアシスとなる「みなとオアシス大崎上島」登録【R4.3】 

方
針
４ 

～既存施設の有効活用～ 
・既存施設を利用したスーパーヨット試乗会の実施【R6.5】 

～効果的で適切な維持管理の推進～ 
・港湾施設点検において水中ドローン等の新技術を用いた点検を実施 
・港湾施設点検においてタブレットを用いた効率的な点検を実施 
・港湾・漁港施設維持管理計画書の改定 

 
目標の達成状況ついて 

指  標  名 R7 末目標値 R7 末状況 

県内港におけるコンテナ取扱量 42 万 TEU 34 万 TEU(R7) 
県内港から東南アジア主要港までの外貿コンテナの海
上輸送日数(平均) 11 日 13 日 

港湾に関連する新たな物流・工業用地の提供  ＋29ha ＋27ha 
港湾における緊急物資供給可能人口カバー率  53% 33% 
ＢＣＰ策定漁港数（第 3 種漁港） 100% 100% 
みなとオアシス登録数 15 箇所 14 箇所 
ビジター船舶係留可能箇所数 19 箇所 19 箇所 
ビジター桟橋の年間利用隻数 6.7 千隻・日 4.0 千隻・日 
放置艇隻数 ０隻 3 千隻 

 

【策定の当たっての考え方】 
○これまでの取組成果や新たな課題、社会経済情勢の変化等を踏まえ、新計

画を策定する。 
○「物流・交流」、「生活・暮らし」、「地域活動」を支えるみなとづくりや、

「港湾漁港施設の有効利用や適切な維持管理の推進」の４つの方針に引き
続き取り組んでいくとともに、新たに、気候変動の影響への対応やカーボ
ンニュートラルポート形成等に向け取り組む。 

○観光振興に資する取組を強化していく。 
【目指す姿】 
○安全・安心を支える総合的な県土の強靭化が進められ、交流・連携を支える

ネットワークの充実・強化が図られており、魅力的で持続可能な社会を支え
る基盤が形成されている状態。 

【計画期間】 
令和 8 年度～令和 12 年度（5 ヵ年） 

【取組方針】 
  

【計画期間】 

令和 3 年度～令和 7 年度（5 ヵ年） 
【目標】 

指  標  名 現状（R2） 目標（R7） 

県内港におけるコンテナ取扱量 36 万 TEU(R1) 42 万 TEU 
県内港から東南アジア主要港までの外

貿コンテナの海上輸送日数(平均) 14 日 11 日 

港湾に関連する新たな物流・工業用地

の提供 ※1 － ＋29ha 

港湾における緊急物資供給可能人口カ

バー率 ※2 33％ 53％ 

ＢＣＰ策定漁港数（第 3 種漁港 ※3） ０％ 100％ 
みなとオアシス登録数 13 箇所 15 箇所 
ビジター船舶係留可能箇所数 18 箇所 19 箇所 
ビジター桟橋の年間利用隻数 約 4.7 千隻・日(R1) 6.7 千隻・日 
放置艇隻数 約 11 千隻(H30) ０隻 

※1 令和 3 年度から令和 7 年度の期間中において，新たに利用や引渡しが可能となる用地面積 
※2 耐震強化岸壁により緊急物資の供給が可能となる人口割合。 
※3 利用範囲が全国的な漁港 

事業実施 46 箇所⇒R7 年度末目標：16 箇所の完成（部分完成含む） 

【基本方針】 

◆方針 1 物流・交流を支えるみなとづくり 
～企業活動を支える物流基盤の強化～ 
○企業活動のグローバル化や船舶の大型化に対応するため既存施設を有効活用し

た大水深岸壁，航路・泊地の整備など港湾機能の拡充 
○生産性向上など企業活動を支える臨港道路整備や物流用地造成の推進 
○港湾サービスの充実及びポートセールス活動の推進 など 

～交流・賑わい機能の強化～ 
○地域の活性化に資するクルーズ客船の誘致や受入環境の充実に必要なハード・

ソフト対策 
○瀬戸内海や県内の魅力を生かした観光振興に資するみなと環境の整備 など 

◆方針 2 生活・暮らしを支えるみなとづくり 
～防災・減災対策の推進～ 
○切迫する巨大地震に対する耐震岸壁の推進 
○地域水産業の災害発生後の業務継続に資する漁港ＢＣＰの策定 など 

～安全で快適な海上交通機能の維持・充実～ 
○放置艇対策の推進に向けたハード・ソフト対策 
○島嶼部を結ぶ生活航路の維持、利用環境の充実 など 
～環境保全や資源循環を支援するみなと空間の創出～ 
○自然エネルギー燃料の効率的な輸送・保管を図るための港湾機能の充実 
○災害発生土砂や公共残土・浚渫土等建設副産物の有効活用に資する受入施設整

備 
○海域環境の改善（藻場・干潟） 
○モーダルシフトの推進 など 
◆方針 3 地域活動を支えるみなとづくり 
～生活交通，漁業活動の円滑化や魅力的なみなとまちづくりの推進～ 
○島嶼部など地域を支える生活航路の維持・充実 
○漁業活動の拠点となる港湾・漁港施設の維持・充実 
○地域の魅力を生かしたみなと環境の整備 など 
◆方針 4 港湾・漁港施設の有効利用や適正な維持管理の推進 
～既存施設の有効活用～ 
○地域の活性化に資するクルーズ客船の誘致や受入環境の充実に必要なハード・

ソフト対策 
○遊休施設など既存ストックを活用した新たなニーズへの利用転換 
○企業活動のグローバル化や船舶の大型化に対応するため既存施設を有効活用し

た港湾機能の拡充 
○港湾サービスの充実やポートセールスの推進 など 
～効果的で適正な維持管理の推進～ 
○修繕方針の策定 
○デジタル技術を活用した維持管理の推進 
〇プレジャーボート係留保管計画の見直しによる放置艇対策の着実な推進 など 

                                                                                                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 現行計画の取組成果 

別 紙 １ 
５ 新計画の実施方針 

「広島県みなと・空港振興プラン 2026（仮称）」骨子案 (みなと振興)

◆方針 3 地域活動を支えるみなとづくり 
～地域の産業活動拠点の充実や魅力的なみなとまちづくりの推進～ 

○産業活動の拠点となる港湾・漁港施設の維持・充実 
○地域の魅力を生かしたみなと環境の整備 など 

◆方針 2 生活・暮らしを支えるみなとづくり 
～防災・減災対策の推進～ 

○切迫する巨大地震に対する耐震対策 

○気候変動の影響への対応 など 
～安全で快適な海上交通機能の維持・充実～ 

○放置艇対策の推進に向けたハード・ソフト対策  

○島嶼部を結ぶ生活航路の利用環境の維持、充実 など 
～環境保全や資源循環を支援するみなと空間の創出～ 

○カーボンニュートラルポート形成に向けた取組の推進 

○災害発生土砂や公共残土・浚渫土等建設副産物の有効活用に資する受入施
設整備 

○海域環境の改善（藻場・干潟） 

○モーダルシフトの推進 など 

◆方針 4 港湾・漁港施設の有効利用や適正な維持管理の推進 
～既存施設の有効活用～ 

○地域の活性化に資するクルーズ客船等の誘致や受入環境の向上【再掲】  
○既存施設の統廃合や機能転換等による新たなニーズへの対応 など 

～効果的で適正な維持管理の推進～ 
○「インフラ老朽化対策の中長期的な枠組み」に基づいた「修繕方針」によ

る老朽化対策の推進 
○デジタル技術を活用した効率的・効果的な維持管理の推進  
○放置艇対策の推進に向けたソフト対策 など 

４ 計画策定後の状況変化・課題 

１ 策定の趣旨 

○アジア各地域の経済成長や新興国での経済活動の活発化により世界を取り巻く貿易構
造等が急激な勢いで変化している中、我が国の産業は激しい競争にさらされている。 

○クルーズ客船の寄港回数増加に伴い、訪日旅客数が年々増加している中、受入環境の
充実に加え、県内での観光消費の増加を通じた、より一層の地域活性化を図る必要が
ある。 

○南海トラフ地震の発生や、近年の気候変動に伴う台風の大型化等が危惧されている中、
港湾・漁港施設の強靱化のため耐震強化岸壁等の防災拠点の整備が必要である。 

○港湾の脱炭素化推進計画に基づき、官民連携した取組を推進する必要がある。 

○人口減少や高齢化等が進み担い手不足が進行する中、就労環境改善のため、地域の
産業活動を支える港湾・漁港施設などの安全性や利便性の向上が必要である。 

○高度経済成長期などに整備された施設の老朽化が進む中、効果的、効率的な維持管
理が必要である。 

 広島県の総合計画「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す県土
の将来像を実現するため、社会資本分野のマネジメントの基本方針として
策定している「社会資本未来プラン」における港湾・漁港・空港部門の事業
別計画として策定 

２ 現行計画の概要 

◆方針 1 物流・交流を支えるみなとづくり 
～企業活動を支える物流基盤の強化～ 

○企業活動のグローバル化や船舶の大型化に対応するため既存施設を有効
活用した大水深岸壁、航路・泊地の整備など港湾機能の拡充 

○生産性向上など企業活動を支える臨港道路整備や物流用地造成の推進 

○デジタル技術を活用した港湾サービスの充実及びポートセールス活動の
推進 など 

～交流・観光・賑わい機能の強化～ 

○地域の活性化に資するクルーズ客船等の誘致や受入環境の向上 
○瀬戸内海や県内の魅力を生かした観光振興に資するみなと環境の整備 など 



   
広島県の総合計画「「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目

指す県土の将来像を実現するため、社会資本分野のマネジメント

の基本方針として策定している「社会資本未来プラン」における

港湾・漁港・空港部門の事業別計画として策定 

 

「広島県みなと・空港振興プラン 2026（仮称）」骨子案 (空港振興)

広島空港の民営化 

○令和３年７月に広島空港が民営化された。空港運営権者である広島国際空港株

式会社と連携し、空港機能の強化等に取り組む必要がある。 

コロナ禍後の環境変化への対応 

○コロナ禍を発端に生じている、国内線ビジネス利用者の減少や、グランドハン

ドリング人手不足など、空港を取り巻く環境変化に対応していく必要がある。 

空港アクセス 

○県内各地の周遊需要や、今後更なる拡大が見込まれるインバウンド需要に対応

した、空港アクセスネットワークの確立に取り組む必要がある。 

○空港アクセスを担うバス等の運転手不足が顕在化する中、中長期的に持続可能

な空港アクセス路線の実現に向けて、必要な取組を進めていく必要がある。 

方針 1 ◆航空ネットワークの拡充 

コロナの収束状況を踏まえ、令和４年度下半期から復便・新規就航に取り組んだ。 

○国内線 

・R5.3 IBEX エアラインズによる仙台線が１便増便 

○国際線 

・R5.1 チャイナエアラインによる台北線が復便 

・R5.7 チェジュ航空によるソウル線が就航 

・R5.8 中国国際航空による大連・北京線が復便 

・R5.9 中国東方航空による上海線が復便 

・R6.5 ベトジェットエアによるハノイ線が新規就航 

・R6.11 香港エクスプレスによる香港線が復便 

・R7.7 中国東方航空による上海線デイリー化 

・R7.11 エアロ K 航空によるチョンジュ線が新規就航 

方針 2 ◆空港アクセスの利便性向上 

○ 東広島・安芸バイパスの全線開通（R5.3）により、山陽自動車道（広島東 IC

～志和 IC）の渋滞発生件数※が約８割減少 ※事故・工事等その他の要因は除く 

○ 自家用車利用者等の利便性の向上対策を実施 

・立体駐車場の新設及び駐車場予約サービスの開始（R5.4） 

・平面駐車場のレイアウト変更及び場内ドロップオフレーンの新設（R5.11） 

・レンタカーポート開業（R6.7） 
○ 空港アクセス路線を拡充するため、新規２路線の運行実証実験を実施し、
「宮島口空港線」と「五日市駅空港線」の自主運行が開始された。（R6.12） 

○ 空港アクセス既存路線の強化を図るため、福山と尾道の２路線について、乗

合タクシーの実証運行を実施し、自主運行が開始された。（R8.2～） 
○ 山陽道通行止めや渋滞により、リムジンバス運行を見合わせた際の西条駅ま
たは白市駅への代替アクセス運行体制を構築（R6.8） 

○ 「広島空港アクセス等情報システム」について、空港利用者のニーズの多様

化等に対応するため、新たな情報表示や機器追加などのシステム改修を実施

（R7.10～） 

目標の達成状況について 

○ 上記の取組成果を踏まえ、目標値の達成状況は次のとおり。 

区 分 R7 末目標 R7 末実績 

広島空港利用者数 310 万人/年 295 万人/年 

国際定期路線・便数 ７路線・31 便/週 ７路線・40 便/週 

広島空港と主要拠点を
結ぶ公共交通ルート数 

12 ルート 13 ルート 

 

【策定に当たっての考え方】 

○ 現行計画の取組状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、新計画を

策定する。 
○ 空港運営権者や官民で構成される広島空港振興協議会、関係機

関と協働して課題を解決し、航空ネットワークの拡充や空港アク

セスの利便性向上に加え、利用促進についても新たな柱として位

置づけて取り組んでいく。 
○ 近年、観光需要が増加していることから、観光振興に資する取

組を強化していく。 

【目指す姿】 

広島空港の航空路線の拡充など、ビジネスや観光、日常生活にお

いて、それぞれの目的に応じた最適な交通ネットワークにより、便

利で快適な移動ができ、国内のみならず世界との交流や連携が活発

に行われている状態 

【計画期間】 
 令和８年度～令和 12年度（５年間） 

【取組方針】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         

 
 
 
 
 

 

別紙２ 

１ 策定の趣旨 ３ 現行計画の取組成果 

４ 計画策定後の状況変化・課題 

５ 新計画の実施方針 

 方針３ ◆空港アクセスの利便性向上  

○ 空港アクセスの強化に向けて、広島空港アクセス対策アク

ションプログラム 2019 に基づき、関係機関と連携しながら、

広域的かつ利便性の高い空港アクセスネットワークの構築に

取り組む。 
 ・広域的な道路網の整備や、トリプルウェイ化の推進など、

アクセス向上に資する道路整備 
 ・主要拠点と空港を結ぶ新規アクセス路線の開設 
 ・デマンド交通、レンタカー活用など多様なニーズに対応で

きるアクセス手段の確保 
・災害発生時等の緊急輸送体制の確保 など 

 方針２ ◆利用促進  
○ 空港利用促進を図るため、観光関係者等と連携したプロモ

ーションを強化し、新たな旅客需要の創出に取り組む。 
・官民連携による地域一丸となったエリアプロモーション 
・周辺地域と一体となった中四国周遊需要の創造 
・空港及びその周辺における賑わいづくり 

 方針１ ◆航空ネットワークの拡充  

○ 航空便利用者の多様なニーズに対応するため、新たな路線

誘致等に取り組むことにより、中四国で唯一無二の航空ネッ

トワークの構築を図る。 
（国際線） 

・アジア諸国を重要マーケットと捉えた路線・便数増 
・中四国で唯一の国際路線の誘致 

（国内線） 
・既存路線の増便・機材大型化による提供座席数増 

（共通） 
・グランドハンドリング体制の確保 

【計画期間】 

令和８年度～令和 12 年度（５年間） 

 

【目標】 

区 分 現状（R2） 目標（R7） 

広島空港利用者数 297 万人/年（R1） 310 万人/年 

国際定期路線数・便数 ５路線・26 便/週 ７路線・31 便/週 

広島空港と主要拠点を

結ぶ公共交通ルート数 
９ルート 12 ルート 

 

【取組方針】 

方針 1 ◆航空ネットワークの拡充 

○ 新型コロナウイルス感染症の収束状況を踏まえ、既存路線の

早期復便に向け、空港運営権者や関係機関と協働して需要回復

に取り組む。 

○ 航空便利用者の多様なニーズに対応するため、新たな路線誘

致や旅客需要の拡大などに取り組むことにより、航空ネットワ

ークの拡充を図る。 

 

方針 2 ◆空港アクセスの利便性向上 

○ 広島高速５号線及び一般国道２号線（東広島・安芸バイパス）

の早期整備によるトリプルウェイの早期完成や、広域的な道路

網の整備など速達性の向上や定時性の確保に取り組む。 

○ 県内外の主要拠点と空港を結ぶ新規アクセス路線の開設やデ

マンド交通、レンタカーの活用などによる多様なアクセス手段

の確保など、アクセス利便性の向上に取り組む。 

○ 大規模災害等の発生時に、関係者が連携して利用者目線に立

ったオペレーションを行うことで、利用者にとって使い勝手の

良いアクセス確保が図られるよう取り組んでいく。 

○ 官民で構成する広島県空港振興協議会において、令和元年 12
月に見直した広島空港アクセス対策アクションプログラム

（H23.3 策定）について、空港運営権者やアクセス事業者等の

関係機関と連携してプログラムを推進していく。 

２ 現行計画の概要 


